
総研レポート「学校給食への地場産野菜供給に
関する調査」掲載

農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

飽食と飢餓

飽食の時代。好きな食べ物を，好きなように好きなだけ食べ，残ったものは捨てられる。

一方で，ＷＦＰ(国連世界食糧計画)によれば，世界には８億５千万人もの人が栄養不足と

飢えに苦しみ，６秒に一人の割合で子供が飢えのために命を落としているという。

少し想像してみてほしい。多くの飢えた子供たちがじっと見つめる前で，世界中から買

い集めた食物をふんだんに使い，仲の良い仲間だけでテーブルを囲み，笑いながら呑気に

食事ができるだろうか。飢えで痩せ細った子供たちには食事を与えず，あるいは彼らから

奪い取り，奪った食べ物を平気でパクパク食べることができるだろうか。

サブプライム問題を契機に，ＦＲＢは大幅な金融緩和策をとらざるを得なかった。潤沢

な資金供給は市場に一定の安定感を与えたが，同時に過剰流動となった資金は投機マネー

として商品市場に流れ込み，上昇傾向を強めていた原油相場をさらに高騰させ，バイオエ

ネルギーで原油とリンクした穀物相場の上昇を加速した。暴走するマネーはファンダメン

タルズ無視で儲かる流れに乗る。世界に与える悪影響など考えることはない。このように

して，今年，世界は原油と穀物の高騰に見舞われ，食料危機を身近に感じる状況に至った。

途上国各国で食料強奪騒動が起き，アフリカ諸国では食料暴動が日常茶飯事，死者まで

出る事件が発生したという。アースポリシー研究所のレスターブラウン所長は，人口増と

燃料用需要の増加で穀物需要は拡大する一方，農地拡大の制約，灌漑用水の不足，農業技

術の停滞，異常気象などにより供給面は停滞していると指摘し，「食料安保をすぐに回復

しなければ社会不安と政治不安定が世界を覆い，文明社会の安定そのものを急速に脅かす

ことになるだろう」(９月８日日本農業新聞)と警告を発している。

ＷＴＯ交渉決裂後，「貿易自由化を進展させることはわが国(日本)にとって引き続き重要

であり(利益拡大につながり)，農産物貿易のさらなる自由化は不可避で，わが国農業はそれ

に備えた競争力をつけないといけない」という趣旨の，あたかも「正解は決まっています。

答は変えられません」とでも言うような主張が見られた。しかし，食料過剰時代の枠組み

を食料不足時代の世界に無批判に持ち込むべきではなく，食料安全保障が確保できる観点

での枠組みの見直しが必要だ。

「競争力のない物の生産はやめて輸入すればよい」として主食食料生産を奪い，最低限

の自給自足というセーフティーネットを外した挙句，「穀物は燃料に回すので高くなりま

した。おカネがなければ買えないですね」と，貧困国の飢餓の危機を増すような競争力至

上の自由化は世界の平和・人々の幸福に繋がらない。

今わが国に求められることは，資源を有効に活用し少しでも食料自給率を上げ，食料危

機の緩和と世界の食料安全保障に資する取組みに着手することだ。とくに自給率を下げて

いる飼料を国内で増産できるよう政策の舵を切る必要がある。

15年前に当社編によって刊行した『食料をもたない日本経済』の冒頭，代表取締役(当

時)荒井淨二は「わが国が近い将来『食料をもたない経済大国』への道をあゆむことにつな

がりかねず，『飽食』が砂上の楼閣であることを知ることができよう」と述べた。

いま，まさにそのような時がきた。

（（株）農林中金総合研究所 専務取締役　岡山信夫・おかやまのぶお）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2008年９月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・飼料価格高騰と日本の畜産・酪農業

・燃油価格高騰の漁業への影響

・都市農山村交流・グリーンツーリズムの政策動向

・世界最大の農産物輸出国に向かうブラジル

――セラード開発と穀物メジャーの役割を中心に――

・アルゼンチンの穀物需給と貿易動向

――国内事情優先で有名無実化する貿易協定――

・不安定要素の増すオーストラリアからの小麦調達

――旱魃の増加と輸出独占の廃止――

・米国2008年農業法

――バイオ燃料と農産物価格高騰への対応――

【協同組合】

・JAバンク兵庫の地域貢献事業

・青果物卸売市場流通の変容と市場販売の課題

・直売所を核とした複合施設経営で地域経済を活性化

――JAあいち知多――

・品目別に地域の枠を超えて生産部会を再編

――JA館林市青果センター出荷組合連絡協議会――

・地域全戸加入の集落組織が地域を活性化

――上鹿妻（かみかづま）第一地区協同組合――

・日本最大級の茶園を経営するJA出資法人

――（有）アグリセンター都城――

【組合金融】

・集落営農組織への農協の金融対応の現状と今後の課題

――「水田・畑作経営所得安定対策」導入初年度の

対応事例から――

【国内経済金融】

・民営化後１年を迎えるゆうちょ銀行

・地域銀行の預り資産業務の動向

・みちのく銀行の住宅ローン推進の取り組み

・蒲郡信用金庫太陽の家支店について

・不動産業の業況悪化と金融・投資環境の変化

【海外経済金融】

・米国サブプライム・ローン問題の現状と今後について

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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